国の出先機関庁舎のあり方に関する要望書

平成２１年４月８日


去る3月31日、国は平成21年度予算において、施設の集約立体化による行政事務の効率化と地震防災機能の強化を図るため、「大阪第６地方合同庁舎」などの整備に着手することを発表した。

しかし、地方分権改革推進本部は、国から地方への権限・財源の抜本的移譲と府省別・分野別の縦割りの象徴である国の出先機関の抜本的見直しを図るため、本年3月に出先機関改革に係る工程表を示し、平成21年中を目途に地方分権改革推進計画（改革大綱）を策定、平成24年度から実施することとしている。

また、昨年12月2日の第68回地方分権改革推進委員会後の委員長談話においても、「国の出先機関が入居する庁舎の新築や増築については、政府としての出先機関の改革の方針が定まるまでの間、当面、政府全体の問題として検討して、整備を進めることを見合わせて頂くことが適当」とされている。

よって、今後の合同庁舎整備にあたっては、政府において明らかにされる「出先機関改革に関する地方分権改革推進計画（改革大綱）」に沿ったものとなるよう強く求める。
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